様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　 　２０２４年　２月　１日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）   えくしおぐるーぷ
一般事業主の氏名又は名称  エクシオグループ株式会社
（ふりがな）   ふなばし　てつや
（法人の場合）代表者の氏名  　 舩橋　哲也   印   
住所　〒150-0002　
東京都渋谷区渋谷3丁目29番20号
法人番号　3011001031955　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	・2030ビジョンおよび中期経営計画（2021～2025年度）
・マテリアリティ（重要課題）の特定について
・2023年度統合報告書

	公表日
	２０２１年５月１４日
２０２３年５月１９日
２０２３年９月　４日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	〇当社コーポレートサイトに掲載
URL:https://www.exeo.co.jp/wp-content/uploads/2021/05/news20210514_001.pdf ; P3,P4,P6～P9

〇ニュースリリース
https://www.exeo.co.jp/news/5746.html

〇2023年度統合報告書
https://www.exeo.co.jp/wp-content/uploads/2023/09/exeo_ir2023_jp.pdf　；P8

	記載内容抜粋
	〇大きな変革の時代
世界中の社会・経済で大きな変革が起きている。
新型コロナにより世界中が未曾有の危機に陥る中で、ダイバーシティや人種問題など人権に対する意識は更に高まり、環境問題は人類共通の課題として目の前に広がっている。そのような中、技術革新はあらゆるビジネスを根本から変える力を持ち、衰退するビジネスがある一方で、新たなサービスが短期間かつグローバルレベルで拡大することも可能になってきた。SDGsが広く浸透するなど世界が直面する課題に対し、社会の意識が変化している。

〇2030に向けたエクシオグループの果たす役割
2030年に目指す社会を実現するため、エンジニアリングの現場をソリューションでイノベーションサイクルを循環させ、新しいエンジニアリングフィールドを広げていく。


〇2030ビジョン
・挑戦１：イノベーションによる課題の解決
　　　　　イノベーションの推進、DX化によりエンジニアリングの標準化プラットフォームを構築
・挑戦２：エンジニアリングによる課題の解決
　　　　　多様なエンジニアリングフィールドを融合し新たな価値で課題を解決
・挑戦３：ESG経営の実践
　　　　　ESG経営の実践により企業価値向上を実現し、SDGsの達成に貢献


〇2023年度、ESG情報開示のもっとも重要な要素として、また、より一層の具体的な戦略遂行のため、マテリアリティの特定、公表を行い、遂行している。
https://www.exeo.co.jp/news/5746.html
また、この中で、価値創造の基盤として、「DXの推進による生産性の向上」を重要項目として挙げている。

〇今回のマテリアリティ特定により、この使命を果たしていくために自分たちが「どういうグループでありたいか」、「何をめざしていくのか」に関して、グループ内での共通認識を形成するとともに、ステークホルダーの皆様にもご理解いただくことができると考えています。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会で承認した上で公開




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	・2030ビジョンおよび中期経営計画（2021～2025年度）
・統合報告書2023

	公表日
	・２０２１年５月１４日
・２０２３年９月４日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	弊社Webサイトに公開
・2030ビジョンおよび中期経営計画（2021～2025年度）　https://www.exeo.co.jp/wp-content/uploads/2021/05/news20210514_001.pdf ; P14～P17
・統合報告書2023　 https://www.exeo.co.jp/wp-content/uploads/2023/09/exeo_ir2023_jp.pdf　； P27,P28利益率向上と経営基盤の強化　
P49-P54,P57,P58事業分野別戦略　


	記載内容抜粋
	〇中期経営計画の目標・セグメント別戦略（2030ビジョンおよび中期経営計画（2021～2025年度）；https://www.exeo.co.jp/wp-content/uploads/2021/05/news20210514_001.pdf P14～P17）
経営基盤におけるDX推進、通信キャリアセグメントにおける「業務のDX化」、都市インフラセグメントにおける「BIM/CIM、AI等の積極活用」、システムソリューションセグメントにおける「新技術の追求・お客様DX推進」

〇利益率向上と経営基盤の強化（統合報告書2023
https://www.exeo.co.jp/wp-content/uploads/2023/09/exeo_ir2023_jp.pdf　； P27,P28）
（DX推進） 
● 業務プロセス改善による 生産性の向上
● 新たなソリューション提供による 価値創造 
● AI、BIM/CIM等活用による 建設DXの推進

〇事業分野別戦略（統合報告書2023
https://www.exeo.co.jp/wp-content/uploads/2023/09/exeo_ir2023_jp.pdf　； P49-P54,P57,P58） 
（通信キャリア事業）当事業の収益性を高めると ともに、急な需要増にも対応できる体制を構築するため、 2023年7月に「構造改革2.0」を実施しました。これまでの モバイル各社ごとの施工体制を廃止し一本化するととも に、グループ商材「iGrafx® （誰もが理解しやすい一定の記述 ルールで業務フローを作成できるツール）」による業務プロセス の標準化・最適化、需要変動による稼働平準化を行います。
（都市インフラ事業）　サプライチェーンの混乱や資材価格高騰の影響も見極めつつ、建設DXや設計業務のオフショア化などの中長期的な成長に向けた取り組みを継続し、付加価値創出に努めていきます
（システムソリューション事業）、IT中核会社2社を中心に、グループ全体としての スケールメリットを活かし、サービス提供の効率化・迅速化 や保守運用体制の強化を行うことにより、マネージドサー ビスの拡大や新たな付加価値サービスの提供を推進して いきます。 　グローバル事業については、事業の展開とともに先行 投資フェーズから利益貢献フェーズへと移行し、これまで 獲得した事業における業務改革を通じて、利益創出力を 高めることが2023年度の重要な課題となります。


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会で承認の上公開。




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	〇利益率向上と経営基盤の強化（統合報告書2023
https://www.exeo.co.jp/wp-content/uploads/2023/09/exeo_ir2023_jp.pdf　； P28
〇「DX推進」P35-36 
〇「人財戦略」P41-48


	記載内容抜粋
	〇DX推進
CDOをリーダーとするデジタル推進プロジェクトチームを経営企画部内に設置し、強化策１；DX推進体制の強化（DX推進リーダを明確化し、DX化の責任を持つ（オーナーシップ向上））、強化策２；DX事例の水平展開（優良事例の部門をまたがった展開）、強化策３：DX人財育成（マインドセット変革）と３つの強化策を講じました。

〇人財戦略
私たち人財開発部の最大のミッションは、「人財第一主義」 の基本理念のもと、急速な技術革新や市場変化に対応できる 人財を確保し、着実に育成していくことにあります。 　先行き不透明かつ変化の激しい時代において、多様なお 客様ニーズや急速な技術革新に対応していくために、当社 グループでは「2030ビジョン」および「中期経営計画（2021- 2025）」に沿って各事業分野の成長戦略を進める一方、事業 構造そのものの変革にも取り組んでいます。
「デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進」についても、DX基礎研修のグループ展開に加え、経営企画部が中心となり、実際のビジネスにおけるDX導入やマインドセット変革を目的とした全組織対象の「DX活動計画発表会」を開催しています。2023年度は組織長クラスを対象としたDX研修も実施し、さらなる意識改革をめざしていきます。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	「財務戦略」統合報告書2023 ; https://www.exeo.co.jp/wp-content/uploads/2023/09/exeo_ir2023_jp.pdf　； P29-P32 

DXへの投資について、その全社方針は以下の通り統合報告書2023で公表している。
公表先 ; 統合報告書2023 ; https://www.exeo.co.jp/wp-content/uploads/2023/09/exeo_ir2023_jp.pdf ; P17



	記載内容抜粋
	〇財務戦略
　成長投資の内訳としては、事業基盤となるDXへの投資 や事業に不可欠な不動産投資をはじめ、成長基盤の構築に 向けた投資を、約700億円規模で実施していく計画です。
〇DX投資
・強靭な財務基盤をもとに、M&A、イノベーション推進、DX投資の3つを柱に、成長への投資を推進しています。




(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合報告書2023



	公表日
	２０２３年９月４日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社コーポレートサイトに公開; https://www.exeo.co.jp/wp-content/uploads/2023/09/exeo_ir2023_jp.pdf；P27,P29 


	記載内容抜粋
	〇2025年度業績目標
・売上高 6,300億円 ・営業利益 470億円 ・ROE 9.0%以上 ・EPS 280円以上

〇中期経営計画での財務方針
「中期経営計画（2021-2025）」では、2025年度の数値目標 を掲げ、通信キャリア、都市インフラ、システムソリューション の3つの事業セグメントそれぞれについてめざす姿を明確に した上で取り組みを進めています。2022年度は、成長分野と 位置付けている都市インフラ事業およびシステムソリュー ション事業が順調に進捗し、売上高が6,276億円と過去最高 となり、中期目標の6,300億円が目前に迫っています。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	２０２３年９月４日


	発信方法
	統合報告書2023 ;
 https://www.exeo.co.jp/wp-content/uploads/2023/09/exeo_ir2023_jp.pdf ；P7-P12
P35-P36
トップメッセージとして発信

	発信内容
	統合報告書2023にて以下のとおり経営者自らが情報発信を行っています。
公表先：https://www.exeo.co.jp/wp-content/uploads/2023/09/exeo_ir2023_jp.pdf; P9
〇イノベーションを生み出していくための組織風土改革を推進
　私はことあるごとにイノベーションの重要性を強調してきました。そして新規事業領域の創出を目的とした「イノベーション推進室」の新設や、イノベーション人財の育成に向けた社員教育プログラムの導入など社内の意識変革に取り組んできました。
　重要なのは「新しいモノや未知のコトにチャレンジして良いんだ」という意識を、すべてのグループ社員が持つことです。

公表先：https://www.exeo.co.jp/wp-content/uploads/2023/09/exeo_ir2023_jp.pdf; P9
〇各社が培った「強み」を融合させ、創出価値を最大化する
当社グループの最大の強みは、多くの現場経験を通じて培った多様かつ高度な「技術力」と困難に直面しても決して途中で逃げない「誠実さ」です。実際、これらの強みによって獲得してきたお客様からの高い信頼が、当社グループの成長基盤であることは間違いありません。しかし
ながら事業環境が目まぐるしく変化する現在の環境下で、引き続き成長を果たしていくには、技術力や誠実さとともに、これまでとは違う発想で、お客様への提供価値を高めていくことや、未知の領域にスピード感をもってチャレンジすることも重要になります。

公表先：統合報告書2023 ; https://www.exeo.co.jp/wp-content/uploads/2023/09/exeo_ir2023_jp.pdf ; P35
〇第2フェーズに入ったDX推進
大きな変革の時代に入り、当社は、「2030ビジョン」に掲げた「4つのめざす社会」の実現に貢献するべく、邁進しています。
特にエンジニアリングの効率化・高度化に貢献するDXは、業務プロセスのイノベーションやバリューチェーンの改革等に必須といえます。DXの推進が、事業による社会課題の解決を拡大・加速させ、ひいては、当社の持続的成長と企業価値の最大化につながると考えています。




　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2023年10月頃


	実施内容
	「DX推進指標」による自己分析を行い、IPAの自己診断結果入力サイトより入力済です。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	通年実施


	実施内容
	実施内容	
プライバシー、データセキュリティを重視していることは、当社のマテリアリティの中でも重視されており、統合報告書2023において以下の通り公表している。
＊公表先：統合報告書2023　https://www.exeo.co.jp/wp-content/uploads/2023/09/exeo_ir2023_jp.pdf; P21, P22, P23
　・ハードと人の両面での情報セキュリティ強化
　・世界が瞬時につながる情報化社会において、情報セキュリティの確保は事業運営の根本であり事業継続性の前提

個人情報保護の取り組み
　当社は、多岐にわたる事業を展開しており、多くの個人情報を取り扱っており、これらの情報を適切に保護することが、企業としての社会的責務と認識し、プライバシー・ポリシーを定め個人情報の適切な保護に関する取り組みを推進しています。
　また、2022年4月施行改正個人情報保護法の対応として、社内規程類の改訂、保有個人情報の棚卸の実施ならびに個人情報の提供・受領に関する記録管理等、安全管理措置の再整備を図っています。
　なお、個人情報の適切な保護措置の継続的改善を図るため、個人情報保護マネジメントシステムの認証資格を維持更新しています。
https://www.exeo.co.jp/company/ppolicy.html
「エクシオグループプライバシー・ポリシー」

ICT-ISACへ加盟 ～セキュリティ脅威へのさらなる対応強化と安全なICT社会への貢献をめざす～；https://www.exeo.co.jp/news/4919.html
ICT環境が高度化・複雑化する一方で、サイバー攻撃も巧妙化・大規模化している昨今、企業におけるセキュリティ対応レベルの向上が余儀なくされており、より広範囲での組織間協力が求められるなか、ICT-ISACに加盟しました。
すでに日本シーサート協議会に加盟してシーサート連携を通じた社内セキュリティ強化に取り組みつつ、この度のICT-ISACへの加盟を通じて、ネットワークやソリューション等の事業側面におけるセキュリティ維持・高度化にも努めてまいります。

・日本シーサイト協議会にも加盟しているEXEO-SIRTを配置し、サイバーセキュリティに関するインシデントの、防止、発生時の措置、最新の技術を活用した検知などを実施している。
公表先 ; https://www.nca.gr.jp/member/exeo-sirt.html

・ISMS認証、プライバシーマークも取得している。
https://isms.jp/lst/ind/CR_JMAQA-S009.html
https://entity-search.jipdec.or.jp/pmark/details?tdfkRadios=&kanaRadios=&company_name=&login_number=10110013&eda_number=&company_address=&industry_type1=%E6%8C%87%E5%AE%9A%E3%81%AA%E3%81%97&industry_type2=%E6%8C%87%E5%AE%9A%E3%81%AA%E3%81%97&examining_authority=%E6%8C%87%E5%AE%9A%E3%81%AA%E3%81%97

【ISMS認証(JIS Q 270001:2014)/登録番号:JMAQA-S009】
　監査対象： エクシオグループ株式会社 全社
　監査の実施期間：2004年11月10日（有効期限2023年9月14日）
　監査実施者：日本能率協会
　採用した監査手続きの概略：外部審査
【プライバシーマーク認証 (JIS Q 15001:2017)/登録番号:10110013(09)】
　監査対象：エクシオグループ株式会社
　有効期限：2024年4月10日
　審査機関：JIPDEC 




（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

